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はじめに
　周知の通り，戦後日本の高度経済成長を支えた政策は，1962（昭和37）年
に策定された全国総合開発計画下の拠点開発（グロウス・ポール）政策に
あったことはいうまでもない。！950年代後半から1960年代を中心とした拠点
開発を象徴するといわゆる新産・工特の政策は，各地域の地方行財政の積極
的な対応の中で，地域においては臨海型・素材型産業の立地のもとで地域の
産業構造を大きく変革させるきっかけを与えたのであり，結果において雇用
の促進や県民所得の増大など地域社会にプラス効果をもたらしたが，また，
一面では，工業化・都市化にともなう農業構造の変貌をはじめ，一面で地域
の公害・環境問題や各種社会的費用の増大をもたらしたことも否定できな
い。日本の地域開発政策は，その後1973年秋の石油危機以降，産業構造政策
の素材型開発からの大きな転換が見られると共に，国の行財政改革・減量経
営，並びに地方行財政改革を通じて，国の補助金等のカットなどわが国政府
間財政関係における変貌となってあらわれて今日に至っている。また，新
産・工特地区を中心に各地で百万都市構想などが見られると共に，行政への
市民参加・住民参加の大きなきっかけをも生み出したことも注目すべき事態
の一つであった。
　筆者はすでに，戦前日本の地方財政の変貌過程とあわせ，戦後日本の経済
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政策と地域開発政策，地域開発と地方行財政問題についてもいくつかの論稿
を発表してきたがω，本稿は，従来発表してきた諸論稿をふまえ，国の拠点
開発政策の一つの地域モデルともされた岡山県南地区（さらに備後工特地
区）を事例にとり，1990年代に入った現時点においてその政策過程の一つの
総括を行っておくことを目的とするものである。その際の筆者の問題意識と
しては，
　第1に，戦後日本の高度経済成長政策と表裏一体の関係となる日本の地域
開発政策のもとで各地域の地方行政・財政は，如何に対応し如何なる役割を
になってきたかであり，
　第2に，特に拠点開発時代以降の日本の地域開発政策を通じて，わが国の
戦後今日に至る政府間財政関係（国・地方の財政関係と共に府県・市町村間
（1）筆者のこの分野をめぐっての従来の研究では，当初の秋田県の薪産業都市開発の研究
　にはじまる調査研究，①r秋田県における財政・金融の構造』㈲国民経済研究協会，
　1965年刊（山内仁氏らと共著），②「秋田県金融の構造と地方財政問題」r東北開発研
　究』4巻4号，1965年（和田八束氏と共著）をはじめ，岡山県南地区については，③
　　「倉敷市の財政」講座r現代日本の都市問題』第7巻吉岡健次編r都市問題と自治体行
　財政』，汐文社，1970年，所収，④「都市行政と地方公社公団」r都市問題』62巻12号，
　東京市政調査会，1971年，⑤「工業化と地方都市財政」圃国民経済研究協会r北東日本
　開発と八戸市長期計画の基本問題』，1972年所収（栗原東洋氏らと共著），⑥「瀬戸内の
　開発と地方行財政」r公害と日本の科学』特集第4号，1972年所収，⑦「瀬戸内主要都市
　における下水道事業の現状と地方行財政の課題」r瀬戸内海環境改善の基礎的研究』中
　四国地区国立大学共同研究，1972年度報告害，所収，⑧「広域市町村圏と農村」r都市問
　題』第65巻第8号，1974年，所収，⑨「本四架橋の経済的効果を問う」『エコノミスト』
　毎日新聞社，1978年12月5日号，⑩「本四架橋と瀬戸内の環境問題一環境影響評価を中
　心に一」『ジュリスト』増刊総合特集No．15，有斐閣，1979年8月，所収，⑪「水島コン
　ビナートの20年」『公害研究』第9巻第3号，1980年1月磯部作，浅田知己と共同執筆，
　⑫「戦後の地域開発・岡山県財政と産業構造の変貌」岡山大学産業経営研究会r研究報
　告書』第14集（岡山県の産業構造）1980年，所収，⑬「高度成長のツケに悩む地方都市
　一倉敷，福山両市の財政を点検する一」『エコノミスト』第59巻第36号，毎日新聞
　社，1981年，⑭「備後工特地区経済・財政の現状と課題一笠岡・井原区を中心に
　一」，岡山大学産業経営研究会r研究報告書』第16集，1982年，所収，などがある。本
　稿は，従来の筆者の研究の一つの総括を意図したものである。
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の財政関係を含む）はどのように変貌したかが課題とされる。そうして，
　第3に，地域開発政策を通じて住民・市民の行政（財政を含む）への参加
は実態としてどのように進み，戦後地方自治の内実化が進んだか。
　第4に，このような政策過程を通じて，地方財政自主権は如何に確立（な
いしは喪失）を見たか，また，市民（住民）の生活権・環境権に基づく都市
　　とくに地方都市一の快適居住環境の形成はどのように図られているの
か，などが課題となるであろう。
　本稿では，これをまず，第1の課題を中心に，岡山県南地区において地方
行財政が，開発政策に如何に対応してきたかを中心に検討してゆくこととす
る②。なお，戦後の地域開発政策のうち，拠点開発が素材型産業を中心に行
われそれが地域の産業構造特に，その後の先端産業立地を中心としたテクノ
ポリス構想などにどのような影響をもたらし今日に至ったかなどこの時期の
地域産業構造政策をめぐる総合酌な評価についても，機会をみてふれてゆく
こととしたい。
1．拠点開発と地方行政の対応
　a．全国総合開発計画の登場
　1950（昭和25）年制定の「国土総合開発法」は，全国総合開発計画，地方
総合開発計画，都道府県総合開発計画，特定地域総合開発計画の4種類を規
定していた。このうち特定地域総合開発計画は，主として国内後進地域に計
画されて翌1951年から始まり，岡山県では旭川上流部分が大山出雲特定地域
に含まれ，1954年6月に閣議決定をみた。地方総合開発計画は1957年の「東
北地方開発促進法」を皮切りに「中国地方開発促進法」も制定された。都道
府県ではそれぞれ県勢振興計画などを作成した。しかし全国総合開発計画は
（2）本稿は，筆者のこれまでの研究と近年のr岡山県史』現代ff，第1章第2節地域開発
　と地方行政（1990年7月刊）の執筆部分を基礎に展開している。
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着手が遅れていた。
　朝鮮戦争を契機とする経済復興，1955年ごろからの技術革新を伴う活発な
工業設備投資によって，まず大都市の工業が戦前水準以上に復調し，新しい
工業地区が臨海地域に求められていった。この結果，産業間格差が次第に顕
著となり，地域格差の是正が望まれるようになった。
　ここで登場した池田勇人内閣は，国民所得倍増計画を政策の基本とし，
1960（昭和35）年12月にこれを決定した。その目的は経済の極大成長，国民
の生活水準向上，完全雇用の実現であった。そして政策課題の重点は，社会
資本の充実，産業構造の高度化，二重構造緩和と社会的安定にあった。
　これを実現する方法として，1962年10月に池田内閣は全国総合開発計画を
閣議決定した。計画機関は1961年から1970年までの10年間である。その手法
は，4大工業地帯を過密地域として工業集積を抑制する一方，関東・中部・
北陸・近畿を整備地域，その他を開発地域とし，開発地域を中心に将来大規
模な工業地域となり人口集積を示す可能性のある場所をいくつか新産業都市
として指定し，そこの開発による波及効果を周辺に及ぼして地域格差を是正
していこうとする，拠点開発方式であった。このために1962年に「新産業都
市建設促進法」が制定された。新しい大拠点となる可能性のない地域につい
ては，同様の手法をごく小規模にした拠点開発方式として，1961年に「低開
発地域工業開発促進法」が制定され，数多くの地域指定が行われた。
　1960年代は，1950年代の資源開発期のあとを受けて，産業開発期に入っ
た。当時脚光を浴びていたのは鉄鋼と石油という2大基幹産業であった。道
府県はこぞって候補地を挙げて新産業都市指定を望んだのである（3＞。
　このようにして，1964（昭和39）年1月岡山県南新産業都市の地域指定が
実現したのである。
（3）これらについて簡単には，佐藤進・高橋誠編『地方財政読本』東洋経済新報社，第3
　版，1987年，第5章拙稿参照。
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　b．地域開発と岡山県の対応
　こういつた全国的な地域開発計画への取り組みの中で，地方行政の対応は
どうだったのか。これを，岡山県南地区の事例をもとに見ておこう。岡山県
下では，1955年4，月の知事選挙で，2期目の知事として無投票で当選就任し
た三木行治のもとで，本格的な地域開発行政が進められた。折しも国は，
1957年12月に新長期経済計画（1957年～62年）を閣議決定しており，国の計
画との整合性を考慮しながら翌1958年4月「岡山県勢振興計画」が策定され
た。この計画は，ほぼ10年間に県民所得を倍増することを基本目標に，産業
構造の高度化・重化学工業化を図ろうとするものであった。この計画をもと
に岡山県は倉敷市水島地区を中心とした地域開発政策に着手したのである。
　もっとも岡山県南の水島地区を中心とした臨海工業地帯形成への着手は，
すでに1950年代前半の三木県政第1期の時代から始められていった。その過
程で岡山県は，行政機構の改革をいくつか行い，地域開発行政に弾力的に対
応していった。三木知事を中心に積極的な工場誘致政策を行うとともに，工
　　　　あっせん業用地の斡旋，企業誘致条例の制定（1952年）や，その後の地域開発諸法の制定
に伴う誘致企業への税制優遇措置，さらには岡山県開発公社をはじめとする
公社，公団の積極的な活動を通じて地域開発行政を進めていったのである。
　これを，まず，地域開発への地方行政の対応の問題としてみると，岡山県
は，戦後いち早く企画部門を設けこれに対応したことが注目される。1952
（昭和27）年4月に行われた機構改革では，その前11月に行われた191係を
154係に整理統合した後を受け，さらに，課の整理統合により44課を39課に
縮小した。朝鮮戦争後の不況と地方財政危機の中で行政整理を行ったものだ
が，この過程で，従来の企画室（第1係，第2係）と報道室とを統合して
「企画広報室」を設置した。翌1953年2月には，企画広報室に企画調査課と
広報課を設けた。特に前者は，三木県政下の地域開発行政への対応をも意味
するものであった。また，1954年には，旭川ダム建設事業の完成に伴い，そ
の事務を処理するための「電気局」の新設なども行った。
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　1956（昭和31）年6月に行われた岡山県の機構改革では，企画広報室（企
画監査課と秘書広報課）が継続されたが，翌！957年3月の改革でこれを廃止
し総務部の分掌とした。しかし，1958年4月再び総務部の企画監査課を企画
調査課と改めた。さらに，県勢振興計画の進展，工場誘致活動などの活発化
に伴い1961（昭和36）年6月，県行政の重要施策の企画，開発行政の総合調
整のため企画調査課を再び「企画室」と改めた。また，1962年4月．商工部
の振興課を「企業課」と改め，また同年12月21日，企画室を「企画部」に昇
格した。1963年5月10日には，企画部の中に企画課（企画係，企業立地係ほ
か）・開発課・統計課のほかに広域行政調査室を新設し，地域開発行政に対
応した。これは，大幅な機構改革であったが，特に岡山県南広域都市建設や
百万都市問題に対応し，広域行政調査室を設けたのであった（4）。
2．地域開発と公共投資の特徴
　一岡山県南地区の事例一
　ところで，地域開発に伴う公共投資を，岡山県南地区が新産業都市に指定
された1964年以降についてみよう。表1は，岡山県南地区の公共投資実績分
をいわゆる産業基盤投資と生活基盤投資に分けて算出してみたものである。
みられる通り，1964年度～1969年度の公共投資額合計は1769億円余，このう
ち産業基盤投資が978億円で55．3％，生活基盤投資が791億円で44．7％の割合
であった。このうち道路11．9％，鉄道10．6％，港湾4．3％，通信施設17，2％を
占めた。これに比し生活基盤のうち住宅・住宅用地は25．6％，教育施設は
5．8％とかなりの比重を占めた。これは，県南地区の工業化と都市化による
地価高騰と用地費の増大，県南地区の人口増加を反映していた。しかし，生
活環境衛生施設として下水道事業には2．6％，し尿処理施設にはわずか
（4）　r岡山県政史』昭和戦後編，1969年，第2章第2節参照。
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表1　産業基盤投資と生活基盤投資 （岡山県南地区実績分，単位：百万円）
　　　　　年　度
?@目 1964年 1965年1966年 1967年 1968年 1969年計
産　業　基　盤　計 10，306 11，665 12，358工5 60220，99526，90597，831
（全体に対する割合） （57％） （63％） （54％） （54％） （53％） （55％）（55．3％）
うち　道　　　　路 1，7561，980 2，6103，9544，701 6，1221，123
（1L9％）
鉄　　　　道 345 L540！，599 1，8306，3007，131 18，745
（10．6％）
港　　　　湾 1，ユ01 1，691L249 948 1，311 1，302 7，602
（4．3％）
通信施設 2，258 3，6115，358 5，301 6，2137，740 30，481（17．2％）
生　活　基　盤　計 7，6846，g9210，408 13，07618，5322，445 79，137
（全体に対する割合） （43％） （37％） （46％） （46％）（47％） （45％） （44．7％）
うち住宅・住宅用地 3，534 3，8015β297，322 11，708 13，60945β03
（25．6％）
教　育　施　設 L253 848 1β80 1，9392，202 2，568 10，190
（5．8％）
下　　水　　道 420 476 627 707 9491，506 4，685
（2．6％）
し尿処理施設 232 156229 263 158 一 1，038（0．6％）
ごみ処理施設 一 57 115 99 116 335 722（0．4％）
公　園　緑　地 19 18 23 54 85179 378
（0．2％）
合　　　　　計 17，990i100）
18，657
i100）
22，766
i100）
28，678
i100）
39，527
i100）
49，350
i100）
176，968
@（100）
注）岡山県企画部「岡山県南新産都市建設状況および備後工特地域整備状況の概況」
　　1971年2月により作成。
0．6％，ごみ処理施設には0．4％，公園緑地には0．2％と極めて僅少な配分額
で，生活基盤公共投資の遅れが認められた。
　つぎに，岡山県南新産地区の投資実績を事業主体別，経費負担別にみてみ
よう。表2は，これを1964年度～70年度についてみたものである。事業主士
別にみた投資実績の第1の特徴は，国直轄事業（この期間の累計構成比
6．7％）に比べて県事業が約3倍（19．6％），市町村事業が約3倍（19．7％），
となっている。第2に，県事業と市町村事業とでは当初県事業が多く，漸次
一39一
226
表2　岡山県南新産地区の投資実績（1964～1970年度）
年度別 1964年度実績1965年度実績 1966年度実績1967年度実績
?
分 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比
? ? ? ?
?
国直轄事業 1，2025．9 2β0110．9 2，1268．4 2，4137．7業
主 県　　事　　業 5β5428．6 4，13919．5 3，90815．5 6，43620．7
体
別 市町村事業 3，24215．8 3，78817．9 5，03619．9 5，70618．3
公社公団事業 10，19249．710，92951．714，19656．2工6，62353．3
国　庫　負　担 2，341ll．4 3，01514．2 3，586！4．2 5，27816．9
経
県　　負　　担 5，00724．4 3，35915．9 2，819lL24，58314．7?
うち地方債 3，002（66．3） L761（52．4） 1，819（64．5） 2，649（57．8）?
市町村負担 2，59512．7 3，04414．4 4，178！6．5 4，43512．2?
うち地方債 1β57（52．3） 1，857（61．0） 2，447（58．6） 2，390（53．9）
別
公社公団等負担 10，54751．511，73955．514，68358．1 ！6，88254．2
合　　　　　計 20，490100．02L157100．025，266100．031，178100．0
年度別 1968年度実績 1969年度実績1970年度実績累積投資額
区
?
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　　額 構成比
? ?
％
?
事 国直轄事業 1，8924．5 2，2774．4 4，4518．0 16，6626．7業
主 県　　事　　業 8，56720．4 9，73218．8 9，85417．7 48，49019．6
体
別 市町村事業 7，60018．110，54520．312，93123．3 48β4819．7
公社公団事業 23，96857．029，29656328，4935LO133，69754．0
国　庫　負　担 5，15112．3 5，75811．1 8，23014．8 33β5913．5
経
県　　負　　担 6，45115．3 7，81515．1 7，62813．7 37，66215．2?
うち地方債 2，407（37．3） 4，781（61．2） 3，276（42．9） 19，695（52．3）?
市町村負担 5，94014．1 8，80917．011，08720．0 40，08816．2担
うち地方債 2，710（45．6） 3，673（41．7） 4β12（38．9） 18，746（46．8）
別
公社公団等負担 24，4858．329，46856．828，78451．5 ！36，588 55．1
合　　　　　計 42，027100．051，850100．055，529100．0247，697100．0
注）岡山県「岡山県の地域開発と行政の対応」1971年10月より作成。
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市町村の事業へと比重が移行し市町村財政需要の増大を招いている。第3に
国の財政投融資にも関連する公社公団事業が全体の50％以上を占めているこ
とも大きな特徴となっている（5＞。
　つぎに経費負担別の投資の特徴をみると，第！に，国庫負担が事業に比べ
て相対的には多くなるが，7年間の累計で全体の13．5％で，地方（県・市町
村）負担が計31．4％を占める。第2に，地方負担のうち地方債充当率が県段
階で52．3％（50～60％），市町村段階で46．8％（40～50％）に達しており，こ
の中心は新産債である。第3に，国の公社公団などの負担も55．1％に達して
いる⑥。
　これを，県商工部工業開発の調べによって水島地区の開発の始まった
1953年度から1978年度間の水島地区公共投資実績の総括をしておこう。累計
額1371憶円余のうち港湾および工業用地29．4％，工業用水13，9％，道路
10．4％などと，その後も産業基盤公共投資への比重が相対的には高くなって
いる。しかし一方，下水道の9．3％をはじめ，学校建設6．3％，都市公園
4．3％など生活基盤公共投資への需要拡大に迫られ，漸次後者の公共投資実
績の増大をもたらしている。特に1977（昭和52）年の第3次全国総合開発計
画（3全総）策定以降，定住圏計画などに伴う国の公共投資（行政投資）計
画の変更や手直しなどがあり，開発投資は漸次生活基盤公共投資の充実施策
の方向へと転換してきている。
　また，開発にともなう公共投資と税収の国・地方間のアンバランスについ
ても，当初岡山県などを中心に指摘されてきたところである（η。
　これを拠点開発時代の全国の新産・工特地区の計画と実績との対比の中
で，岡山県南地区の位置1こついてみておこう。新産・工特の計画は第1次
（5）これらについては，日本銀行岡山支店・日本銀行調査局r地域開発の地元金融経済に
　およぼす影響一水島地区工業開発に伴う波及効果の調査一』1968年12月，及び，日
　本銀行岡山支店r岡山金融経済史』，1972年！0月，などを参照。
（6）岡山県r水島のあゆみ』1968年，第6章，329ページ以下参照。
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表3　主要新産・工特地区の施設整備などの実績
計画 1次（1964～75
計画 2次
1976～80
計画
@　）
3次　　本計画
P981～85
投　資 成 19751975年投資実績 成比 19801979年H業出荷
投資の 成比
地区
実　績
ﾁ目額）
? ??? 工業出荷z （名目額）
?? ??? ? 概算経 生 ?
新産地区 億円
? ?
万人 億円 億円
? ?
万人 億円 億円
? ?
岡山県南 6，9945149117 28，1967，4734060 123 39，9589，60032 68
徳　　島 3，3775446 50 4，694 3，5554060 53 6，548 5，60043 57
東　　予 2，0996931 50 10，265 3，7154456L5013，550 4，90035 65
大　　分 3β226436 56 6，423 5，2484060 61 12，431 5，9003763
工特地区
備　　後 4，7046040 63 17，2874，9983367 86 19，0827，2003565
播　　磨 9，6475446 78 29，902ll，4213367 15541，870 19，0002377
周　　南 2，2006040 28 12，6903，9084555 4516，7534，9004060
注）国土庁資料により作成。
（7）地域開発政策における，公共投資と税収をめぐる政府間の財政関係については，筆者
　も記したことがある。これを岡山県南地区の国・地方間の公共投資と税収のアソバラ
　ンスを例にみると，当時、次のような点が指摘された。つまり，1960年度～1969年度を
　例にとり公共投資と税収との関係を見ると，同期間中の累計で，国は直轄事業ならびに
　補助事業などに対し全事業費合計508億円（うち国費334億円，直轄事業費174億円）の
　支出をしているが，国税収入では実に2，033億円を上げている。国費支出は，国税収入
　全体の僅か16％に過ぎない。国税収入では，法人関係税などのほかに揮発油税，関税な
　どの間接税関係がかなりの部分を占めるが，これを仮にのぞいても，国の支出の割合は
　地方に比べてかなり少なくなっている。これに対比して，県税収入約80億円に対する県
　事業費の割合は全事業分で約7倍（うち国の補助金などをのぞく県費支出では約5．8
　倍）に達し，公共事業費のみで3倍前後に達する。市町村では，同期間の税収約140億円
　に対して全事業費で約3．5倍，市町村費支出では約2．7倍に達する。つまり，地方関係分
　では国に比べて著しいアンバランスとなっており，特に県財政が図にもみる通り税収
　の増加が少く最も不利となっているというのである。地域開発当初みられたこのよう
　な主張は，岡山県が1971年に発行したr水島のあゆみ』第6章でも指摘されており，当
　時の開発行政を手がけた県幹部のホンネの一つではなかったかと思われる。なお，岡山
　県が民間法人の開発公社に積極的に取り組んだことは，岡山県総務部長・副知事など
　として地域開発行政に大きくかかわった荒木栄悦氏らの証言からも明らかである。
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（1964～75年），第2次（1976～80年），第3次（1981～85年）と続いている
が，表3は，これを全国21ヵ所のうち西南の主要7ヵ所（新産4ヵ所，工特
3ヵ所）に例をとって施設整備などを中心にみたものである。新産地区では
施設整備の投資実績で，人口および工業出荷額の実績ともに岡山県南が最も
大きくなっている。生産（産業）基盤対生活基盤の投資割合は，第1次計画
で51対49であった。しかし，第2次計画では40対60，第3次計画では32対68
どこの比率は逆転し，公共投資の重点が産業基盤から生活基盤へと移ってい
ることを示している。なお，工特地区でもほぼ同様の傾向を示しており，備
後地区（岡山県側の井原市・笠岡市・芳井町を含む）は，播磨に次ぐ実績を
示している（8）。
　「新産の優等生」といわれた岡山県南地区の公共投資は，このように当初
産業基盤整備を中心に行われ，以後生活基盤整備と都市づくりが課題とされ
てゆくのである（9）。
3．工場誘致への優遇措置
　岡山県は，三木行治県知事のもとで1950年代から地域開発を進め，1959
（昭和34）年にはいち早く大規模拠点都市建設のための調査研究に着手し，
翌1960年には岡山県開発公社を設立し，水島港湾事務所を水島港湾局に昇格
させ，県南広域都市計画調査を発足させた。
　拠点開発方式による水島臨海工業地帯の形成は，周知の通り，石油精製，
石油化学，鉄鋼など，素材生産型大企業の立地を柱に進められた。これに従
来からの自動車工業などが加わり，水島コンビナートの形成が進められて
いったのであり，わが国拠点開発の一つのモデルの形成とされたことは周知
（8）この点については，前掲，拙稿　注（1）文献⑭も参照されたい。
（9）前掲，『水島のあゆみ』357ページ以下参照。
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表4　企業誘致に伴う優遇措置実績（岡山県） （単位：千円）
区分 県単独措置の 不均一課税によ 交付税に　よ　る 実　　　質　　　県
奨励金交付額 る　県税減免額 ①　　＋　　② 減収補て　ん額 負　　　担　　　額
年度 ① ② ③ ④ ③一④
1956年 2，768 一 2，768 一 2，768
1958年 34，306 一 24β06 一 34，306
1960年 15，843 一 15，843 一 15，843
1962年 44，838 一 44，838 一 44，838
1964年 55，610 一 55，610 一 55，610
1966年 7，144 41，202 48，346 32，962 15β84
1968年 7，421 287，627 295，048 230，022 65，026
1970年 3，823 150，294 154，117 120，228 33，889
累　計 421，839 729，712 L151，551 583，675 567，876
注）岡山県総務部税務課資料により作成。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　県単独措置については，1964年1月30日までr岡山県企業誘致条例』，それ以後r岡山県工業振興条例』による。不均一課税の
　　減免をさす。
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のところである。
　工場誘致の財政的優遇措置については，すでに1962年の全国総合開発計画
（一直総）のもとで，「低開発地域工業開発促進法」（1961年1！月），「新産業
都市建設促進法」（1962年7月），「工業整備特別地域整備促進法」（1964年7
月）などの地域開発関係諸法が公布施行され，地方税の課税免除または不均
一課税，補助率のかさ上げや地方債の特例措置が定められていた。
　特に，これに続く「新産業都市建設及び工業整備特別地域整備のための国
の財政上の特別措置に関する法律」（1965年5月）は「新産法」および「工特
法」に基づく国の財政上の特別措置を規定したものである。
　この法律を通じ地方債の利子補給（第2条），整備事業に対する国の負担
または補助の割合の特例（第3条，第4条，第5条，いわゆる補助率のかさ
上げ）などが定められたのである。
　a　岡山県の優遇措置
　1950年代～60年代における地域開発政策のもとでは，各自治体は外来企業
の立地に有利な条件の整備に努めた。工業用地の造成・斡旋，工業用水，道
路，港湾，社会資本の整備とともに，企業への税制面での優遇措置がいくつ
かみられている。まず岡山県は，すでに三木県政の第1期，1952（昭和27）
年3月に「企業誘致条例」を制定し，（1）県内に工場を新増設する者に対し，
敷地を斡旋したり，社会資本整備に協力し，（2）一定の条件の下で事業税相当
の「2分の1以内」の奨励金を交付，ないしは（3）工場設備の便宜供与を行う
こと，を定めた。
　表4は，岡山県の企業誘致に伴う優遇措置実績を，1956年度～70年度まで
についてみたものである。県単膨面面分では，1964年まで岡山県企業誘致条
例に基づく事業税相当額の2分の1以内の奨励金交付があり，1965年度以降
「新産法」「工特法」および「低工法」に基づく不均一課税（不動産取得税お
よび事業税の減免）が認められた。岡山県南地区が新産業都市に指定された
！964年1月30日以後企業誘致条例は廃止され，同年3月「岡山県工業振興条
一45一
232
表5　県税特例条例適用に伴う不動産取得税軽減（免除）状況 （単位：千円）
新 産　　　法　　　・ 工　　　特　　　法
年　度
件　数 不動産取得税軽減税額 減収補てん額
1965年 10 42，310 33，848
ユ966年 8 28，606 22，885
1967年 7 59，000 47，200
1968年 9 280，036 224，029
1969年 7 l16，336 93，067
1970年 6 135，533 108，424
1971年 10 276，475 22L179
（2） （43，090） （34，472）
1972年 6 146，837 117，470
1973年 8 233β65 186，692
1974年 3 82，315 65β52
1975年 5 145，518 116，415
1976年 9 225，653 180，522
（1） （8，713） （6、970）
1977年 2 191，490 153，192
小　計
90
i3）
1，963，474
@（5L803）
L570，775
@（41，442）
合　計 93 2，015，277 1，612，217
注．1　新産法に伴う県税特例条例は，1964年3月27日公布，
　　　1976年3月31日終了，1986年3月25日廃止
　　2　工特法に伴う県税特例条例は，1965年3月31日公布，
　　　1976年3月31日終了，1986年3月25日廃止
　　3　岡山県総務部税務課資料により作成。
同年1月30日適用，
同年3月12日適用，
例」が公布施行された。これは，「新産法」に基づく県税の特例に関する条例
の適用企業以外の中小企業に適用され，県税不動産取得税相当額の初年度
100分の90以内，第2年度100分の50以内，第3年度100分の25以内の奨励金
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をそれぞれ交付するものであった。両者合わせて15年間に11億5千万円余が
減免された。
　ただし，「新産法」「工特法」などの成立以降，不均一課税による減免分の
80％は，翌年度の地方交付税の基準財政需要額に算定され減収補てんされる
ので，！965年度以降5億8千万円余が補てんされ，実質の県負担は5億6千
8百万円にとどまっている。
　「新産法」「工特法」に伴う不均一課税を設けた県税特例条例は，新産法で
1964年1月30日～1976年3月31日まで適用され，工特法で1965年3月12～
1976年3月31日まで適用された。表5はこの間の不動産取得税軽減（免除）
状況を総括したものである。新産法および工特法の適用企業件数93件，不動
産取得税軽減税額20億1527万7000円，地方交付税による減収補てん額16億
1221万7000円（差引実質負担額4億306万円）となっている。うち工特分は計
3件ときわめて少なくなっている。
　なお「低工法」に基づく県税特例条例ば，1963（昭和38）年7月30日公
布，1962年9月15日適用，不動産取得税および事業税の軽減（免除）措置が
今日まで続けられている。
　b．倉敷市の優遇措置と企業奨励金
　一方，旧倉敷市においても，市内における工場の新設や増設を奨励して産
業の振興を図ろうとするねらいで，1957（昭和32）年6月27日置「倉敷市工
場設置条例」を定めた。この条例の内容は，工場の立地条件の整備と，投下
固定資本額3千万円以上の工場を新増設したときは，固定資産税相当額の奨
励金を3年間交付しようというものであった。ところがこの条例の適用は1
社のみで，中小企業には恩恵がなく，3年間で廃止された（1959年7，月）。
　その後，誘致企業について市議会の同意を得て，県・市・企業の三者間で
誘致協定を締結し，これに基づいて企業に奨励金を交付している。また，大
企業だけでなく，中小企業の育成を図ることも必要であるとの見地から，
1960（昭和35）年7月13日に「倉敷市中小企業育成条例」を定め，中小企業
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者が条例に定める規模の工場の新増設を行った場合，固定資産税相当額以内
の奨励金を3戦勲交付することとした。
　誘致企業への奨励金支払いは，当初市が企業の固定資産税相当額を3年間
で支払うべきものを6年間の分割払いとする方式で行われた。しかし，
1965（昭和40）年11月，別途に「奨励金の取扱要綱」を定め，交付期間の6
年間分割交付方式をさらに9力年間の延べ払い方式に変えることとした。こ
のような延べ払い方式でも，奨励金支払いは市財政を圧迫することから，
1968年3月の市議会では奨励金打ち切りの方向で企業と交渉するよう決議し
た。しかし，この提案は実現を見ず，1973年度になって，同年福分を半分に
削減，1974年度以降発生分の打ち切りが実現した。以降繰り延べ分の残額の
交付がしばらく続いている（10）。
表6　倉敷市の企業奨励金交付状況 （単位；千円）
年　度 金　　　　　　額 年　度 金　　　　　　額
1959年 569 1970年 1，304，000
1960年 1，020 1971年 1，753，815
1961年 10，477 1972年 2，050，072
1962年 94，859 1973年 1，058，765
1963年 122，277 1974年 1，686，089
1964年 139，631 1975年 1，541，977
1965年 183，306 1976年 1，400，854
1966年 245，022 1977年 1，167，252
1967年 356，520 1978年 668，358
1968年 59L591 1979年 383，499
1969年 871，077
計 15，631，030
注）倉敷市総務局税務課資料により作成。
　　千円未満は四捨五入した。
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　1959（昭和34）年から奨励金交付が完全に打ち切られるまでの交付額の推
移をみると，表6の通りとなる。1960年度の102万円が1965年度の！億8331
万円へさらに1970年度の13億400万円，打ち切りを決めた1974（昭和49）年に
は16億8600万円に達し，1959年度～1979年度の21年間の企業への奨励金交付
の合計額は，156億3100万円余に達している（11）。
4．地域開発と地方公社公団の活動
　a．岡山県開発公社等の活動
　先にもみた通り，岡山県南地区の公共投資において，国及び地方自治体に
かかわる公社・公団の比重は50％以上を占めかなり大きかった。そこで，新
産地区の公共投資と公社・公団の活動についてみよう。公社・公団・事業団
などの公共投資には，かつて国の3公社であった日本国有鉄道（現・JR），
日本電信電話公社（現・NTT）と共に，農林漁業金融公庫，中小企業金融
公庫，住宅金融公庫，雇用促進事業団などを通ずる投資があり，特に，産業
基盤における日本電信電話公社を通ずる通信施設整備への投資が実績が大き
かったことは，先の表1からも明らかである。
　一方，地方公共団体としたの岡山県と倉敷市および関係市町村の投資の役
割は大きかったが，その中で，特に，財団法人岡山県開発公社と，財団法人
倉敷開発公社の地域開発に果たす役割が極めて大きかった（12）。
　岡山県開発公社は，1953（昭和28）年2月，財団法人岡山県住宅公社とし
て設立され，住宅金融公庫と連携して住宅の建築供給に大きな役割を果たし
た。県南の地域開発の進行の中で，産業構造の高度化と都市開発などの地域
（10）拙稿「倉敷市の財政」前掲注（1）文献③，及び，倉敷市職員労働組合，岡山県自治
　体問題研究所編r住みよい倉敷市をめざして』（倉敷市政白書），1981年，参照。
（11）倉敷市総務局税務課資料による。
（12）以下は，財団法人岡山県開発公社・岡山県住宅供給公社・岡山県土地開発公社編rあ
　ゆみ』1988年，による。
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表7　岡山県開発後者の事業費（1960～85年） （単位：千門，％）
費　　　　目 事　　業　　費 構成比 実　施　年　度
公共用地目取得事業 12，446，482 27．0 1960～75
地区開発事業 27，047，131 58．8 1960～85
都市再開発事業 3，668，983 8．0 1960～85
1962～63
受　　託　　事　　業 872，614 L9 1966～73
1983～85
住宅建設事業 637β27 1．4 1960～65
そ　の　他　事　業 L33L923 2．9 ユ960～85
合　　　　計 46，004，460 100
注）財団法人岡山県開発公社他編rあゆみ』により作成。
開発の諸事業を広く行う必要から1960（昭和35）年3月，財団法人岡山県開
発公社に改組された。当初岡山県と岡山市・倉敷市・津山市・玉野市・総社
市・都窪郡吉備町（現・岡山市）の5市1町の出資金295万円と，銀行からの
資金借入れについての債務保証により事業資金を得，県職員を派遣して用地
取得などを中心に活動を展開した。
　表7は，1960（昭和35）年の創立時から1985（昭和60）年までの岡山県開
発公社の事業費についてみたものである。総事業費合計460億円余，このう
ち公共用地等取得事：業（基金によるものと代行事業がある）が124億円余で
27％を占める。地区開発事業が270億円余と58．8％を占め最も大きく，都市
再開発事業（8．0％），受託事業（1．9％）住宅建設事業（1．4％），その他事業
（2．9％）などがみられる。公共用地取得事業では，倉敷市小島の福田西干拓
地（1961年度～67年度），久米郡久米町の久米地区（1969年度～75年度、倉敷
市水島地区の水島C地区都計道路（1969年度）ほかがみられる。地区開発事
業には，高梁川干拓地（倉敷市水島，1960年度～71年度），笠岡干拓地（第1
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次＝1960年度～75年度，第2次＝1970年度～77年度）水島港整備（1968年
度～74年度）ほかがみられる。工業用地，港湾用地，干拓地，住宅団地など
の土地取得が中心をなしていた。ほかに都市再開発事業，工業団地設計など
の受託事業も行った。水島地区をはじめ笠岡干拓地区，岡山県南・県北を含
む産業基盤整備，住宅団地などの生活基盤整備，都市再開発などを中心に，
主として用地取得（一部設計受託など）の活動を行った。
　この事業費のほとんどは民間金融機関からの借り入れ金（金庫銀行として
の中國銀行ほか）であり，一部事業費収入など自己資金も充てられた。この
ような財団法人公社は，出損金への拠出，職員出向などを通じ地方公共団体
の分身といわれているが，特に起債（民間資金借り入れ）に国からの制約が
なく地域開発行政に広く利用されていた。
　岡山県開発公社は，1965（昭和40）年岡山県農業機械公社を分離し，これ
は，1971（昭和46）年岡山県農地開発公社に改組された。また，1966（昭和
41）年2月岡山県住宅供給公社を，1973（昭和48）年5月岡山県土地開発公
社をそれぞれ分離・設立した。
　岡山県住宅供給公社は，住宅の積立分譲，住宅および宅地の建設，賃貸，
管理および譲渡，市街地の店舗付住宅などの建設を行っており，芳賀佐山団
地，山陽団地，水島駅前団地などの整備を行った。住宅建設・宅地造成事業
としてみのるガーデン，一宮団地，菅生団地，各地の県営団地管理ほかがあ
る。
　岡山県土地開発公社は「公有地の拡大の推進に関する法律」（1972年）に基
づく公法人公社で，土地の取得・造成，その他の管理および処分などを行っ
ている。県下の大型プロジェクト事業としての新岡山空港の事業用地の代行
取得，岡山北バイパス（建設省委託），岡山県総合流通センター，吉備高原都
市，瀬戸大橋（鉄道部用地補償費の資金立て替えほか），山陽自動車道用地買
収，東備西乱開発有料道路沿線開発，寄島団地，油壷団地，泉団地ほかの土
地造成事業を行っている。御津工業団地，新畜産基地，勝央スポーツ施設，
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表8　倉敷市都市開発期成会支出の内訳 （単位：百万円）
　　　　　年　度
諱@分 1961年 1962年 1963年
?
道　　　　　　路 57 143 59 259
港　　　　　　湾 10 一 一 10
保　安　施　設 6 一 一 6
文　教　施　設 101 101 173 375
厚　生　施　設 24 25 70 119
河　　　　　　川 一 1 3 4
下　　　水　　道 一 14 8 22
公　　　　　　園 一 3 ㎜ 3
公債費その他 5 78 125 208
計 203 365 438 LOO6
注）倉敷市総務課資料により作成。
　厚生施設には市営住宅，保育所，衛生施設などを含む。
高校新設などの受託事業も行っている。その事業費は，1973年度～85年度ま
でで総額843億1900万門に達し，その大部分を借入金によって事業着手し，
収益の一部も自己資金として活用している。
　なお，ほかに岡山県関係の公社として，福祉事業団（1962年設立，以下設
立年），林業公社（1965年），畜産公社（1966年），農地開発公社（1971年）な
どが設立され活動した。また，第3セクターに，岡山空港ビルディング株式
会社（1962年）のほかに財団法人岡山県環境保全事業団（1974年）なども設
立され，公害・環境対策，産業廃棄物の処理などが行われるに至った。
　b．倉敷市の公社・第3セクター
　一方，倉敷市においても地方公社などが開発行政に大きな役割を果たし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふとうた。すでに昭和20年代から倉敷運輸株式会社（1953年），児島埠頭株式会社
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（1957年）などが設立されている（13｝。
　水島地区の開発に伴う後背地の公共投資をになった団地に，1961（昭和
36）年設立された「倉敷市都市開発期成会」があった。任意の団体で，倉敷
市長・市議会議員などのほか水島進出企業12社を会員として構成されたもの
で，同市の都市開発事業つまり水島工業基地の後背地の「先行投資」を目的
に資本金3000万円で設立された。会員たるコンビナート関係企業12社の地元
銀行への預金を担保に，この団体の発行する債券（起債許可を受けた地方債
ではなく「ヤミ起債」とも呼ばれた）を引き受けてもらい事業資金の借り入
れを行ったものである。開発に伴う膨大な都市財政需要に対する民間資金活
用の一形態として考案されたものである。1961年度～63年度までの民間から
借り入れ額は合計9億3000万円，実際の支出額は，表8にみる通り合計約8
億円，公債利子分を入れて10億600万円におよび，3年間の市普通会計歳出
の2割以上となった。
　この会計の支出の内訳をみると，道路，港湾，保安施設，文教施設，厚生
施設などがみられる。道路投資では都市計画街路と市道整備などが，文教施
設では，小・中学校の用地の先行取得，厚生施設では市営住宅，保育所の土
地買収などが中心を占めた。つまり，工業開発に伴う用地難などを考慮し公
共用地の先行取得を行おうとしたものであった。
　この会計では，ほかに市の一般会計より補償金1億5000万門を支出した。
この期間の市普通会計に占める公債の割合は，5％前後が望ましいとされて
いたから20％前後の民間からの「起債」は実に多額であり市財政の圧迫要因
となり，市財政危機の原因となった。さらに第2期成会なども計画された
が，1963（昭和38）年末からの自治省の行政診断によりこういった起債方式
の問題点が指摘され，勧告を受けて廃止することとなり，翌1964年度の一般
（13）拙稿「都市行政と地方公社公団」r都市問題』第62巻第12号，東京市政調査会，1971年
　12月。
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会計総務費からの補助金として10億3000万円を期成会に繰り入れることで解
決が図られた。このため市財政一般会計収支は赤字となり，自主再建団体の
申請を行い同準用団体の指定を受けることとなったのである（14）。
　しかし，このような用地の先行取得を通じて，市営住宅（倉敷・児島・玉
島3地区で1968年度までに第1種，第2種，その他を含め合計1019戸を建
設），製鉄会社売却用の住宅団地などの建設が促進された。
　都市開発期成会の設立に伴う財政再建問題が解決し，3市合併（1967年2
月）をへた後，倉敷市は，1968（昭和43）年10月28日，財団法人倉敷市開発
公社の営業許可を岡山県知事から得て同年11月1日営業を開始した。この公
社は，市からの出資金3000万円で設立，市長が理事長を兼任，理事には県職
員も参加している。！968年末から1969年度にかけほぼ5億円の事業予算で民
間銀行からの借り入れ（主として市の銀行預金残高を活用）を行い，学校，
道路，住宅などのための主として用地の先行取得を行った。なお，倉敷市は
その後勤労者総合福祉センター・文化センター・市民会館などの建設に伴う
用地取得の必要にも迫られた。このほか，倉敷市の地方公営企業会計のう
ち，水島地区の開発と最も関係の深い市営水島鉄道が臨海鉄道方式（第3セ
クター）に移行した。この鉄道は，戦時中の岡山県の工場誘致政策により三
菱重工業が設置（1941年4月）されて後1943（昭和18）年7月1日，同社の
専用鉄道として開通をみたものであった。戦後1947年に株式会社水島工業都
市開発を設立，同会社経営による同会社の専用鉄道（1948年6月認可）とし
て営業を進めた。しカ〕し，同社の経営が悪化し破産状態となったので倉敷市
（高橋勇雄市長）が水島鉄道を買収し，1952（昭和27）年4月より市の交通
局の管理のもとで運営された。1950年代後半からの鉄鋼・石油コンビナート
各社の誘致に伴い，各社工場への引込専用線，操車場その他の拡張工事も相
次ぎ，実長10㎞に延長されたが，乗降客人員が通勤通学以外は少なく，赤字
（14）前掲，「倉敷市の財政」参照。
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経営の連続であった。営業収支（旅客貨物運賃）の赤字に加えて企業債発行
の残高も1969年9月末には，3億7428万円に達していた。
　こういつた経営事情の悪化に加えて，旧国鉄山陽本線との連絡運輸問題と
しての倉敷駅改良工事，水島地区の工事出荷額の増加に伴う車両増強，C地
区への路線延長，コンテナ基地への設備投資などで約17億円の資金が必要と
なり，将来の市負担が大きいと判断された。倉敷市は，臨海鉄道方式（いわ
ゆる代3セクター型運営）への移行を検討，荷主企業，国鉄などと相談，
1969（昭和44）年10月，両者と市との合意が成立した。交通局労働組合など
との数回にわたる交渉の後，労働組合との合意も成立，1970年1月の市議会
の移行議決をへて，同年1月31日水島臨海鉄道株式会社創立総会をもち（2
月2日登記）4月より営業を開始した。
　臨海鉄道方式は，川崎・名古屋・鹿児島など先進工業開発地区ですでに取
られていた経営：方式で，旧国鉄・岡山県・倉敷市・企業の4者の共同出資に
よる株式会社形態をとった第3セクターであった。その出資金額は，1970年
7月以降現在まで8億5000万円で，出資構成は倉敷市3億円（35．5％），旧国
鉄3億円（35．5％），岡山県1億円（11．8％），一一般企業（50社）1億5000万
円（17．6％）の割合となっていた。この会社の設立にもみられる通り，開発
行政は，公社・第3セクター：方式で行われたことが大きな特徴となってい
た（15）。
むすびにかえて
　　　一拠点開発と地方行財政の対応にみる特徴点一
　以上，戦後日本の地域開発政策のうち拠点開発時代を中心とした地方行財
政の対応を岡山県南地区の事例をモデルとして見てきたのであった。拠点開
（15）前掲，「倉敷市の財政」参照。
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発時代の特徴的な点を今日の時点で改めてまとめてみると，
　第1に，本文では深くふれなかったが，戦後の国の地域開発政策の中で，
特定地域開発や新産・工特の地域開発が国の地域指定をめぐり，ある種の
「陳情合戦」を通じて行われたことであり，この点は，岡山県新産地区の指
定をめぐっても例外ではなかったことである。戦後日本一ある意味で戦前
から共通した地域現象の一つでもあるが一の地域開発は，それが「拠点」
の形をとる限り，このような地方行政当局一地元経済界や住民上層などを
巻きこむ一の「陳情型」の形態をとって行われたことである。
　第2に，戦後の国の地域開発政策は，地方の「先行的な実験」を通じて行
われていることであり，岡山県南地区などがその「優良’eデル」の一つとさ
れてきたことである。この中で，特に，岡山県がその時々の地域開発におい
て国の政策に先駆けた「先行的な」公共投資を行うことがしばしば見られ
た。例えば，すでに特定地域開発時代の1954年，県独自の旭川ダム建設事業
を完成させ，その維持・管理事務事務を処理する「電気局」を県行政機構の
中に新設し置いたことであった。また，地域開発への地方行政機構の対応と
して，戦後いち早く企画部門を設けたことにもあらわれていた。
　第3に，新産・工特地区の公共投資政策において，国の補助率のかさ上げ
や新産・工特債の発行を認めたこともその一つだが，特に，工場誘致への租
税特別措置（地方税法第6条，第7条にもとつく）の一環として，岡山県や
倉敷市をはじめとする地区内市町村の企業誘致条例及びその後県・市単独の
企業との協定などが認められたことであった。
　第4に，地域開発下の公共投資において国の財政投融資活動にかかわる公
社・公団の投資活動の役割も大きいが，特に（財）岡山県開発公社をはじめ
倉敷市都市開発期成会，（株）水島臨海鉄道など，地方公社・第3セクターを
中心とした公共用地取得を含む投資活動がかなり活発に行われたこと，など
であった。地方債許可制を中軸とした国の地方財政管理システムのもとでの
これら諸団体の活動の意義とそこでの若干の問題点などについても，すでに
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筆者はいくつか論稿を記してきた㈹。ともあれ，わが国の高度成長を支えて
きた戦後の地域開発が，地方「陳情型」の性格をとりつつ展開したこと，ま
た，いくつかの財政優遇措置一地方税条例主義のもとでの　　をともない
つつ，また，地方公社・第3セクター方式などを中心に展開してきているこ
となどは，その後の二全総，三全総，四全総下の地域開発一例えばその後
のテクノポリス地区指定やいわゆるリゾート法下の開発一の事例において
も引き継がれているのであり，次稿では，これらの問題を含むわが国特有の
地域開発財政の特質とその地方自治上の意義についても総合的な検討を加え
てみたいと思う。
（16）例えば前掲注（1）一④，⑥の文献及び，拙稿「地方公社論」r日本財政学会第29回大
　会報心服』！972年，所収並びに，拙稿「地方公社・第3セクター」吉岡健次・和田八束
　編r現代地方財政論』有斐閣，改訂新版，1982年所収，などを参照。
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